
超高齢社会の進展に向けた
栄養施策の動向について

厚生労働省健康局健康課

栄養指導室

平成30年10月16日
第139回市町村職員を対象とするセミナー
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平成29年国民健康・栄養調査結果の概要について

【調査の概要】

〈調査時期〉 平成29年11月
〈調査客体〉 約6,000世帯、約15,000人
〈調査項目〉

１）身体状況調査票（身長、体重、腹囲、血圧測定、筋肉量測定、血液検査等）
２）栄養摂取状況調査票（食品摂取量、栄養素等摂取量、食事状況（欠食・外食等））
３）生活習慣調査票（食生活、身体活動・運動、休養（睡眠）、喫煙等に関する生活習慣全般を把握）

※高齢者の生活習慣の実態把握に関する項目の追加を検討

健康日本２１（第二次）の高齢者の健康における効果的な施策推進のための基礎資料を得るため、
高齢者の健康・生活習慣に関する実態把握を行う。

【背景】

○高齢者の虚弱（フレイル等）は、健康寿命の延伸を図る上で今後ますます重要となる健康課題である。
○「経済財政運営と改革の基本方針2016(平成28年６月２日閣議決定)」及び「保健医療2035」において

も、フレイル対策の推進や予防的介入の強化を目指している。
○健康日本２１（第二次）では、高齢者の低栄養に関する目標項目（低栄養傾向（BMI20以下）の高齢者

の割合の増加の抑制）を設定している。

調査の概要
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結果の概要

・ 65歳以上の低栄養傾向の者（BMI≦20 kg/m2）の割合は、男性12.5％、女性19.6％。

低栄養傾向の者（BMI≦20 kg/m2）の割合の年次推移（65歳以上）（平成19～29年）

（出典）厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査結果の概要」

（％）
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・ 四肢の筋肉量は、男女とも年齢が高いほど有意に減少。

骨格筋指数の平均値（60歳以上、性・年齢階級別）

7.7 
8.4 

7.8 
7.2 7.0 

6.5 6.7 6.5 6.2 6.1 

0

2

4

6

8

10

総数

(829)

60-64歳

(145)

65-74歳

(378)

75歳以上

(306)

(再掲)

80歳以上

総数

(1,004)

60-64歳

(178)

65-74歳

(472)

75歳以上

(354)

(再掲)

80歳以上

（kg/m2）

※骨格筋指数（skeletal muscle mass index：SMI）は四肢除脂肪量［kg］／（身長［m］）2で算出し、小数点第３位で四捨五入した値を使用した。

男性 女性

（出典）厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査結果の概要」 4
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・ 四肢の筋肉量は、男女ともたんぱく質摂取量が多く、肉体労働時間が長い者ほど
有意に増加。

たんぱく質摂取量及び肉体労働をしている時間別、骨格筋指数の平均値（60歳以上、男女別）

※男女それぞれのたんぱく質摂取量の分布から３分位で３群に分け、摂取量が少ない群から下位群、中位群、上位群とした。
（男性：下位群67.6g未満、中位群67.6g以上87.3g未満、上位群87.3g以上、女性：下位群59.9g未満、中位群59.9g以上76.2g未満、上位群76.2g以上）

※年齢調整した、たんぱく質摂取量及び肉体労働をしている時間別、骨格筋指数の平均値は、たんぱく質摂取量が多く、肉体労働をしている時間が長い者
ほど有意に高い。

人数
骨格筋指数の

平均値(kg/m2)
人数

骨格筋指数の

平均値(kg/m2)
人数

骨格筋指数の

平均値(kg/m2)

男性（総数） 264 7.4 267 7.8 264 7.9

肉体労働はしていない 146 7.3 141 7.7 119 7.8

１時間未満 71 7.4 64 7.9 77 7.9

１時間以上 47 7.6 62 8.1 68 8.1

女性（総数） 320 6.3 322 6.5 321 6.6

肉体労働はしていない 186 6.3 197 6.4 184 6.5

１時間未満 92 6.4 81 6.5 93 6.6

１時間以上 42 6.5 44 6.6 44 6.7

下位群 中位群 上位群

（出典）厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査結果の概要」 5



・ 「何でもかんで食べることができる」者の割合や、20歯以上歯を有する者の割合は、
60歳代から大きく減少

「何でもかんで食べることができる」者と歯の保有状況（20歳以上、男女計・年齢階級別）
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（出典）厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査結果の概要」 6



「日本人の食事摂取基準（2020年版）」の策定

【背景】
○ 食事摂取基準は、健康の保持・増進、生活習慣病の発症予防を目的として、エネルギー及び

各栄養素の摂取量について、１日当たりの基準を示したものであり、５年ごとに改定を行って
いる。

【内容】
○ 2020年度から使用する「日本人の食事摂取基準（2020年版）」では、更なる高齢化の進展や

糖尿病有病者数の増加等を踏まえ、栄養に関連した代謝機能の維持・低下の回避の観点か
ら、生活習慣病の発症予防と重症化予防に加え、高齢者の低栄養予防やフレイル予防も視
野に入れて検討する。

○ 2018年４月20日から検討会を立ち上げ、「日本人の食事摂取基準」の方針を検討し、2018年
度末を目途に報告書を取りまとめ、2019年度に改定（告示）を行う予定。

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題
（１）社会保障
（略）高齢者の通いの場を中心とした介護予防・フレイル対策や生活習慣病等の疾病予防・重症化予防、就
労・社会参加支援を都道府県等と連携しつつ市町村が一体的に実施する仕組みを検討するとともに、インセ
ンティブを活用することにより、健康寿命の地域間格差を解消することを目指す。また、フレイル対策にも資
する新たな食事摂取基準の活用を図るとともに、事業所、地方自治体等の多様な主体が参加した国民全体
の健康づくりの取組を各地域において一層推進する。
（以下、略）

経済財政運営と改革の基本方針2018 について（抄）（平成30 年６月15日閣議決定）
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第１回「日本人の食事摂取基準（2020年版）」策定検討会（平成30年４月20日開催） 資料５
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第１回「日本人の食事摂取基準（2020年版）」策定検討会（平成30年４月20日開催） 資料５
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持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進
に関する法律（平成25年法律第112号）

第２条 政府は、人口の高齢化が急速に進展する中で、活力
ある社会を実現するためにも、健康寿命の延伸により長寿を
実現することが重要であることに鑑み、社会保障制度改革を
推進するとともに、個人がその自助努力を喚起される仕組み
及び個人が多様なサービスを選択することができる仕組み
の導入その他の高齢者も若者も、健康で年齢等にかかわり
なく働くことができ、持てる力を最大限に発揮して生きること
ができる環境の整備等（次項において「自助・自立のための
環境整備等」という。）に努めるものとする。

２ 政府は、住民相互の助け合いの重要性を認識し、自助・自
立のための環境整備等の推進を図るものとする。



「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議決定）

・配食を利用する高齢者等が適切な栄養管理を行えるよう、事業者向けのガイド
ラインを作成し、2017年度からそれに即した配食の普及を図る。
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【概要】
○ 配食事業者における栄養管理体制等の在り方を検討するために、平成28年度に検討会を開催し、

平成29年３月に事業者向けのガイドラインを策定。

〈検討のポイント〉
・地域高齢者の健康支援につなげるため、配食事業の栄養管理の在り方を国として初めて整理。
・今後利用の増大が見込まれる配食の選択・利用を通じて、地域高齢者等が適切に自身の栄養

管理を行えるよう、新たに事業者向けのガイドラインを作成・公表することで、事業者の自主的
取組による地域高齢者の健康支援を推進。

配食事業者向けパンフレット 配食利用者向けパンフレット

（資料）「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理に関するガイドライン」の普及について：
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000158814.html

配食を通じた地域高齢者等の健康支援

○ 平成29年度は、ガイドラインを踏まえた配食サービスの
普及と利活用の推進に向けて、配食事業者向けと配食
利用者向けの普及啓発用パンフレットを作成し、自治体等
に周知するとともにホームページに掲載した。

【平成30年度以降の取組方針】
○ 普及啓発用パンフレットも活用しながら、ガイドラインを

踏まえた配食サービスの更なる普及に向け、管理栄養士等
の専門職と事業者の連携を推進する。
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検討会報告書
（平成29年３月１日公表）

ガイドライン
（平成29年３月30日公表）



記載内容

14

検討会
報告書

ガイドライン

国が取り組むべき事項 ○ ―

自治体が取り組むべき事項 ○ ―

配食事業者が達成に努めるべ
き事項

○ ○
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健康局長通知
（平成29年３月30日発出）

健康局健康課長通知
（平成29年３月30日発出）

「『地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄
養管理に関するガイドライン』の普及について」

「地域高齢者等における配食の機会を通じた
健康支援の推進について」



【健康局健康課長通知のポイント】

地域高齢者等における配食の機会を通じた健康支援の推進に係る基本的な考え方（抄）

都道府県・市町村・特別区
【配食を通じた地域高齢者等の健康増進に向けた連携体制の整備】

ガイドラインを参考とした配食事業者の自主的な取組が進むことで、地域高齢者等の食事の選択
肢及び利便性が拡大し、健康の保持増進につながるよう、健康増進部門のほか、高齢者をはじめ
とした栄養管理を必要とする者に対する支援を所管する部門との間で十分な連携を図りつつ、そ
の地域の実情に応じた取組を推進する。

都道府県・保健所設置市・特別区
【配食を通じた社会環境の整備】

市町村・特別区
【配食に関する情報提供及び相談体制の整備】

地域高齢者の食生活を支援する手段の一つと
して、配食事業を通じた社会環境の整備に取り
組む。

配食サービスを利用する地域高齢者やその家
族が配食を適切に選択し栄養管理に役立てる
ことができるよう、情報提供及び相談体制の整
備に取り組む。
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【健康局健康課長通知のポイント】
配食事業を通じた社会環境の整備、地域高齢者等の健康支援に関する情報提供・相談体制の整備（抄）

１／３

都道府県・保健所設置市・特別区
【配食を通じた社会環境の整備】

市町村・特別区

【配食に関する情報提供及び相談体制の
整備】

ガイドライ
ンの周知

地域高齢者等の低栄養予防の観点から、
社会環境の整備が進むよう、適切な栄
養管理に自主的に取り組む配食事業者
の増加に向け、関係機関等の協力を得
るなどしてガイドラインの内容を広く周知
する。

栄養改善を目的とした配食の支援を行っ
ている場合、配食事業者が適切な栄養管
理に取り組む際の参考となるよう、配食事
業者に対してガイドラインについて情報提
供する。

配食事業
者の情報
収集と情
報提供

ガイドラインに沿って適切な栄養管理に
取り組む配食事業者の情報収集に努め、
市町村の求めに応じて介護サービス情
報公表システムに掲載する地域の配食
事業者に関する情報提供を行う。

介護サービス情報公表システムを活用し
ながら、地域高齢者等への情報提供に努
める※。

※ 平成29年３月31日付け各都道府県・指定都市・中核市介護保険主管部（局）長宛て老健局振興課事務連絡により、配食等
の生活支援等サービスについて、市町村が介護サービス情報公表システムも活用しながら、積極
的に高齢者やその家族、ケアマネジャー等に対し、情報提供に努めるよう、各都道府県から管内各市町
村に対し要請することが依頼された。 17



都道府県・保健所設置市・特別区
【配食を通じた社会環境の整備】

市町村・特別区

【配食に関する情報提供及び相談体制の
整備】

地 域 高 齢 者
の実態把握

地域高齢者等の特性に応じて、ニー
ズの高い食事の種類の提供に配食事
業者が取り組みやすくなるよう、地域
高齢者等の健康課題が理解・共有で
きる資料を作成し、情報提供に努め
る。

－

配食の啓発 配食を適切に選択し利用するための
情報提供が進むよう、地域高齢者等
に対し、今後国が用意する啓発資料
等を適宜活用しつつ、地域の実情に
応じた手段を用いて広報に努める。

配食の重要性や利用の仕方について、今
後国が用意する啓発資料等を用いて、啓
発に努める。

技術支援を

行 う 体 制 整
備

ガイドラインに沿った適切な栄養管理
の実施について、必要に応じて専門
的な技術支援を行う体制の整備に努
める。

－

【健康局健康課長通知のポイント】
配食事業を通じた社会環境の整備、地域高齢者等の健康支援に関する情報提供・相談体制の整備（抄）

２／３

18



都道府県・保健所設置市・特別区
【配食を通じた社会環境の整備】

市町村・特別区

【配食に関する情報提供及び相談体制の
整備】

利用者への
サポート

－

利用者又は利用者の了解を得た配食事業
者から市町村に相談があった場合は、適
切な対応を行う。

相談体制の
整備

－

関連部門間で密接な連携を図りつつ、配
食利用者や配食事業者からの求めに応じ
て相談や支援を行う体制を確保する。特に、
健康増進関係の部門は、栄養士の配置の
ない他の部門に対する連携体制の構築に
向けた働きかけに努める。

【健康局健康課長通知のポイント】
配食事業を通じた社会環境の整備、地域高齢者等の健康支援に関する情報提供・相談体制の整備（抄）

３／３
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配食事業者向けパンフレット
（平成30年１月公表）

配食利用者向けパンフレット
（平成30年１月公表）

上掲のパンフレットのほか、「配食注文時のアセスメント及び継続時のフォローアップにおける確認項目例」も
厚生労働省ウェブサイトに掲載



21

配食利用者向けパンフレットの抜粋
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配食利用者向けパンフレットの抜粋


